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Ⅰ. 2020年度 決算



１－１．連結業績概要 1 1 

 売上高（営業収益）は，競争進展に加え，新型コロナウイルス感染症の影響に
伴う上期の生産活動の停滞などによる⼩売販売電⼒量の減少により，電気料⾦
収入が減少したことなどから，１兆3,074億円と前年度に⽐べ398億円の減収と
なりました。

 営業費用は，冬季の電⼒需給逼迫の影響に伴う燃料および電⼒の調達費用の
増加はあったものの，⼩売販売電⼒量の減少による原料費の減少に加え，経営
全般にわたる効率化に努めたことなどから，１兆2,732億円と前年度に⽐べ259
億円の減少となりました。

 この結果，営業利益は，⼩売販売電⼒量の減少に加え，電⼒需給逼迫の影響
などにより，342億円と前年度に⽐べ138億円の減益となりました。

 ⽀払利息などの営業外損益を加えた経常利益は300億円となり，前年度に⽐べ
97億円の減益となりました。

 電⼒需給逼迫および市場価格⾼騰の影響を受けた債権の一部について，貸倒
引当⾦繰入額114億円を特別損失として計上し，法人税などを控除した結果，
親会社株主に帰属する当期純利益は145億円となりました。
なお，原⼦⼒発電⼯事償却準備引当⾦の全額を取崩した前年度と⽐べ754億
円の減益となりました。



１－２．連結業績概要
（単位︓億円，未満切捨）

2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A‐B）/B

売 上 ⾼ 13,074 13,473 ▲398 ▲3.0%
営 業 利 益 342 481 ▲138 ▲28.8%
経 常 利 益 300 398 ▲97 ▲24.5%
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 145 900 ▲754 ▲83.8%

２２



２．連結損益計算書 ３３

2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

経 常 収 益 13,210 13,584 ▲374

売上⾼ （営業収益） 13,074 13,473 ▲398
営 業 外 収 益 135 111 24

経 常 費 用 12,909 13,186 ▲276

営 業 費 用 12,732 12,991 ▲259
営 業 外 費 用 177 194 ▲16

営 業 利 益 342 481 ▲138
経 常 利 益 300 398 ▲97

渇 ⽔ 準 備 ⾦ 0 ▲3 3
原 ⼦ ⼒ 発 電 ⼯ 事
償 却 準 備 ⾦ ‐ ▲862 862

特 別 損 失 114 22 92
法 人 税 ほ か 40 342 ▲301

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 145 900 ▲754

（単位︓億円，未満切捨）
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４．総販売電⼒量 ５５

（単位︓億kWh）

 総販売電⼒量は，競争進展や新型コロナウイルス感染症の影響などから，前年度に⽐べ 4.9％
の減少となりました。

 ⼩売販売電⼒量は 463.9億kWhと，前年度に⽐べ 7.1％の減少となりました。
 他社販売電⼒量は 71.7億kWhと，前年度に⽐べ 12.5％の増加となりました。

注1︓中国電⼒の総販売電⼒量を記載しています。
注2︓⾃社用電⼒にかかる⼩売販売電⼒量およびインバランス・調整電源にかかる他社販売電⼒量を含みません。
注3︓四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。
注4︓当社は，2020年４月１日付で会社分割によって一般送配電事業等を中国電⼒ネットワークに承継しました。2019年度の数値は，

当年度と⽐較を容易にするため，一定の前提のもと２社に分社したと仮定した想定値としています。

2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

増減率
（A‐B）/B

⼩ 売 販 売 電 ⼒ 量
電 灯 168.2 167.5 0.7 0.4%
電 ⼒ 295.7 331.7 ▲36.0 ▲10.9%

計 463.9 499.2 ▲35.3 ▲7.1%
他 社 販 売 電 ⼒ 量 71.7 63.7 8.0 12.5%
総 販 売 電 ⼒ 量 535.6 562.9 ▲27.3 ▲4.9%



５．発受電電⼒量 ６６

注1︓中国電⼒の発受電電⼒量を記載しています。
注2︓島根原⼦⼒発電所２号機は2012年１月から運転を停⽌しています。
注3︓他社は，インバランス・調整電源にかかる電⼒量を含んでおり，期末時点で把握している電⼒量を記載しています。
注4︓四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。
注5︓当社は，2020年４月１日付で会社分割によって一般送配電事業等を中国電⼒ネットワークに承継しました。2019年度の数値は，

当年度と⽐較を容易にするため，一定の前提のもと２社に分社したと仮定した想定値としています。

 発受電電⼒量は，前年度に⽐べ 6.7％の減少となりました。
 ⾃社の⽔⼒発電は，前年度に⽐べ出⽔増により増加しました。
 ⾃社の⽕⼒発電は，⼩売販売電⼒量の減少などにより減少しました。

（単位︓億kWh）
2020年度

（A）
2019年度

（B）
増 減

（A‐B）
増減率

（A‐B）/B
発 受 電 電 ⼒ 量 計 509.0 545.6 ▲36.6 ▲6.7%

⾃ 社 315.5 328.0 ▲12.5 ▲3.8%
（出⽔率） (96.5%) （81.3%） （15.2%）
⽔ ⼒ 34.8 29.4 5.4 18.4%
⽕ ⼒ 280.6 298.5 ▲18.0 ▲6.0%

（設備利用率） （ － ） （ － ） （ － ）
原 ⼦ ⼒ － － － －
新 エ ネ ル ギ ー 等 0.1 0.1 0.0 2.9%

他 社 205.3 226.2 ▲21.0 ▲9.3%
受 電 321.1 341.2 ▲20.2 ▲5.9%
送 電 ▲115.8 ▲115.0 ▲0.8 0.7%

揚 ⽔ 動 ⼒ ▲11.8 ▲8.7 ▲3.1 35.9%



６．セグメント情報概要 ７７

2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

総 合 エ ネ ル ギ ー 事 業 売 上 ⾼ 11,813 12,684 ▲871
営業利益 ▲126 197 ▲323

送 配 電 事 業 売 上 ⾼ 4,238 3,527 710
営業利益 410 231 178

情 報 通 信 事 業 売 上 ⾼ 451 429 21
営業利益 34 34 ▲0

そ の 他 売 上 ⾼ 1,019 1,036 ▲16
営業利益 43 35 8

調 整 額 売 上 ⾼ (▲4,447) (▲4,205) (▲242)
営業利益 (▲19) (▲16) (▲2)

合 計 売 上 ⾼ 13,074 13,473 ▲398
営業利益 342 481 ▲138

（単位︓億円，未満切捨）

注︓当社は「電気事業」，「総合エネルギー供給事業」及び「情報通信事業」としていた報告セグメントを「総合エネルギー事業」，「送配電事業」
及び「情報通信事業」に変更しました。そのため，2019年度の数値は，新報告セグメントに組み替えています。

 電⼒の需給逼迫の影響に伴い，送配電事業は供給⼒が不足した中国エリア内の発電・⼩売
会社への電⼒供給量の増加や市場価格の⾼騰により，不足インバランス収入が増加したこと
などから増益となりました。

 一方で，総合エネルギー事業は，電⼒の需給逼迫の影響に伴い，燃料および電⼒の調達費用
が増加したことなどから減益となりました。



７．需給逼迫に伴う連結収⽀への影響 ８８
 電⼒の需給逼迫に伴う総合エネルギー事業・送配電事業における営業利益への影響は，それぞれ

▲310億円程度，＋160億円程度となりました。
 さらに，送配電事業においては，市場価格⾼騰の影響を受けた債権の一部について，貸倒引当

⾦繰入額を特別損失として114億円計上したことから，連結収⽀への影響は合計▲260億円
程度となりました。

区 分 内 容 収支影響額

総合エネル
ギー事業
【中国電⼒】

営業損益

（▲）⼩売販売電⼒量の増加に伴う燃料および電⼒の調達
費用の増

（▲）不足インバランスの発生に伴うインバランス費用の増
（＋）⼩売販売電⼒量の増加に伴う電気料⾦収入の増

など

▲310億円程度

計 ▲310億円程度※

送配電事業
【中国電⼒ＮＷ】

営業損益
（＋）不足インバランスの発生に伴うインバランス収入の増
（▲）エリア需要の増加に伴う他の一般送配電事業者

からの電⼒融通費用の増 など
＋160億円程度※

特別損失 （▲）市場価格⾼騰の影響を受けた債権の一部に対する
貸倒引当⾦繰入額 ▲114億円

計 ＋50億円程度
連 結 収 ⽀ 影 響 ▲260億円程度

※経常利益への影響は▲150億円程度



Ⅱ. 2021年度 業績予想・配当方針



１．連結業績予想の概要 ９９

（単位︓億円）

 売上⾼（営業収益）については，「収益認識に関する会計基準」等※（以下，収益認
識基準）の適用による「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」に係る取引について，
総額表⽰から純額表⽰となることなどから減収を⾒込んでいます。

 利益については，経営全般にわたる効率化に努めているものの，燃料価格の上昇に
より燃料費調整制度の期ずれ影響が前年度の差益から差損に転じることなどから経常
利益は減益を⾒込んでいます。親会社株主に帰属する当期純利益は，前年度特別
損失を計上した反動から増益を⾒込んでいます。

※ 「収益認識に関する会計基準」企業会計基準第29号 2020年３月31日
「収益認識に関する会計基準の適用指針」企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日

⾃ ⼰ 資 本 ⽐ 率 19%程度 19.4%

2021年度
今回予想
（A）

2020年度
実績

（B）
増 減

（A‐B）

売 上 ⾼ 9,700 13,074 ▲3,374
営 業 利 益 180 342 ▲162
経 常 利 益 200 300 ▲100
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 150 145 4



２．連結経常利益の変動要因（対2020年度実績） 1010

【新型コロナウイルス感染症による影響（試算値）】
2020年度 実績

（A）
2021年度 ⾒込

（B）
増減

（B‐A）

域内⼩売販売電⼒量影響 ▲8億kWh程度 ▲5億kWh程度 ＋3億kWh程度
利益影響（料⾦収入－原料費） ▲60億円程度 ▲40億円程度 ＋20億円程度
注︓域内⼩売販売電⼒量影響は，一定の前提を置いた分析値であり，新型コロナウイルスによるもの以外の変動要因が一部含まれています。



３．連結業績予想の受け⽌め 1111

 今年度は，前年度に引き続き，新型コロナウイルス感染症や競争進展等が総販売
電⼒量に影響を与えることに加え，燃料価格の上昇により期ずれ影響が前年度の
差益から差損に転じるなど厳しい経営環境にあるものと認識しています。

 今回の業績予想は，こうした厳しい経営環境の中でも，原⼦⼒の前提を保守的に
非稼働としたうえで，総販売電⼒量を前年度並みに維持し，グループ一体となった
経営全般にわたる効率化等への取り組みにより，一定の利益⽔準を確保できるものと
考えています。

 グループ経営ビジョンで掲げた利益目標の達成に向けては，安全確保を大前提とした
島根原⼦⼒発電所や三隅２号機の稼働などにより，既存事業の底上げを図るととも
に，海外事業の推進や新ビジネスの創出など，成⻑事業の育成・拡大に取り組んで
まいります。



４．前提となる主要諸元 1212

■ 諸元変動による原料費への影響額 （単位︓億円）

2021年度
今回予想

2020年度
実績

総販売電⼒量（億kWh） 533 535.6
為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） （円／＄） 107 106
全日本原油ＣＩＦ価格（＄／b） 65 43.4
原⼦⼒設備利用率（％） － －

2021年度
今回予想

【参考】
2020年度

実績
為替レート （１円／＄） 19 15
全日本原油ＣＩＦ価格（１＄／ｂ） 14 16
出⽔率 （１％） 2 2
原⼦⼒設備利用率 （１％） 5 5

注１︓総販売電⼒量は中国電⼒の⼩売販売電⼒量と他社販売電⼒量の合計値です。
注２︓総販売電⼒量には⾃社用電⼒にかかる⼩売販売電⼒量およびインバランス・調整電源にかかる他社販売電⼒量を含みません。



（参考）収益認識基準適用による影響 13 13 

 今回の業績予想では，収益認識基準を適用したことにより，「再生可能エネルギーの固定価格
買取制度」に基づく取引について，総額表⽰から純額表⽰となり，収益・費用が同額減少します。

 当該会計基準の適用による利益への影響はありません。



５．配当方針 1414

 当社は，株主の皆さまに対する利益配分にあたっては，安定配当を基本とし，単年度の
業績だけでなく，中⻑期的な観点から総合的に勘案して，１株につき50円の配当を実施
しております。

 剰余⾦の配当については，定款の定めに基づく取締役会決議による中間配当及び株主
総会決議による期末配当の年２回を基本としております。

 当年度の剰余⾦の配当は，上記の基本方針に基づき，期末配当を１株につき25円とし，
中間配当（25円）と合わせて50円とする予定としております。

 2021年度の配当についても，基本方針に従い，中間，期末ともに１株につき25円とする
予定としております。

2021年度 2020年度
中間 25 円（予想） 25 円
期末 25 円（予想） 25 円
計 50 円（予想） 50 円

＜ 配当の状況 ＞ （単位︓円/株）



（参考）2020年度 決算 主要ポイント



１．損益計算書関係・貸借対照表関係【連結】 15 15 
2020年度 2019年度

損
益
計
算
書
関
係

決 算 概 要
４年ぶり

減収（▲398億円）
減益（▲ 97億円）

10年ぶり
減収（▲296億円）
増益（＋271億円）

売 上 ⾼ 1兆3,074億円
（第４位）

1兆3,473億円
（第２位）

営 業 利 益 342億円
（第23位）

481億円
（第20位）

経 常 利 益 300億円
（第20位）

398億円
（第17位）

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

145億円
（第20位）

900億円
（第１位）

2020年度 2019年度
貸
借
対
照
表
関
係

総 資 産 ３兆3,851億円 ３兆2,653億円

純 資 産 6,603億円 6,466億円

⾃ ⼰ 資 本 ⽐ 率 19.4％ 19.7％

有 利 ⼦ 負 債 残 ⾼ ２兆2,918億円 ２兆1,939億円

注１︓決算概要における増益・減益は経常利益ベース
注２︓1994年度からの順位
注３︓順位は各決算時点での過去の⾦額との単純⽐較



２．主要諸元 16 16 

2020年度 2019年度

為替レート
（インターバンク） 106円／＄ 109円／＄

原油ＣＩＦ価格
（全日本） 43.4＄／ｂ 67.8＄／ｂ

海外炭ＣＩＦ価格
（全日本） 79.1＄／ｔ 101.3＄／ｔ

原⼦⼒設備利用率 ― ―

注︓2020年度の原油及び海外炭ＣＩＦ価格は速報値

■ 主要諸元



（参考）2020年度 決算 補足データ



１．キャッシュ・フロー計算書（連結）

2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

営業活動ＣＦ
（収入） 1,102 1,296 ▲194

投資活動ＣＦ
（⽀出▲） ▲1,727 ▲1,721 ▲6

フリーＣＦ ▲625 ▲424 ▲200

財務活動ＣＦ 752 ▲14 766

現⾦及び現⾦同等物
（増減額） 124 ▲440

（単位︓億円，未満切捨）

17 17 
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2020年度
2019年度

（※2）中国電⼒ 中国電⼒ネットワーク
（※1）

売上⾼（営業収益） 11,477 〔4,231〕 12,437
（再掲）電気料⾦収入 8,063 〔30〕 9,165

人件費 446 〔526〕 949
（再掲）退職給与⾦ 38 〔37〕 59

原料費 5,395 〔1,260〕 6,027
燃料費 1,505 〔16〕 1,887
他社購入電⼒料 等 3,890 〔1,244〕 4,139

修繕費 364
(346） 〔537〕 924

（410）

減価償却費 292              
(255） 〔407〕 678

（258）

（単位︓億円，未満切捨）

注︓（ ）内は，電源関係の費用を再掲しています。
※1 前年同期との⽐較のため，参考として中国電⼒ネットワークの数値を記載しています。
※2 送配電事業等を中国電⼒ネットワークに承継する前の旧中国電⼒（個別）における実績値を記載しています。

２．主な営業収益・費用 18 18 



３．総販売電⼒量の月別推移

（単位︓億kWh）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年度

⼩売販売電⼒量 37.9 33.4 33.1 36.7 41.2 41.9 35.5 35.2 38.8 48.5 42.1 39.6 463.9

電灯 14.6 12.4 10.2 11.4 13.9 14.2 10.5 11.7 14.3 22.7 17.4 15.0 168.2

電⼒ 23.3 21.0 22.9 25.4 27.3 27.6 25.0 23.5 24.5 25.8 24.7 24.6 295.7

他社販売電⼒量 4.8 4.6 5.2 5.3 5.9 6.3 6.3 6.4 7.2 7.0 6.0 6.7 71.7

総販売電⼒量 42.7 38.0 38.3 42.0 47.1 48.2 41.8 41.7 46.0 55.5 48.1 46.3 535.6

注１︓中国電⼒の総販売電⼒量を記載しています。
注２︓⾃社用電⼒にかかる⼩売販売電⼒量およびインバランス・調整電源にかかる他社販売電⼒量を含みません。
注３︓四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。

（単位︓℃）＜参考＞月別平均気温実績（広島地方気象台）
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

実績 13.2 20.3 24.2 25.2 29.9 25.0 18.7 14.2 7.2 5.2 8.2 12.1

平年差 ▲1.5 1.0 1.2 ▲1.9 1.7 0.6 0.4 1.7 ▲0.3 0.0 2.2 3.0

前年差 ▲1.6 ▲0.2 1.0 ▲1.2 1.4 ▲1.3 ▲1.6 0.7 ▲1.4 ▲2.9 0.4 1.1

■ 2020年度実績
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４．燃料調達・消費実績（中国電⼒）

単位 2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

重 油 万 kL 32 27 5
石 炭 ※ 万 t 529 605 ▲76
LNG ※ 万 t 206 228 ▲22

（１） 調達数量

（２） 消費数量

※販売分を含む

単位 2020年度
（A）

2019年度
（B）

増 減
（A‐B）

重 油 万 kL 33 25 8
石 炭 万 t 504 570 ▲66
LNG 万 t 166 181 ▲15

20 20 



５．再生可能エネルギー固定価格買取制度の影響額

当社（中国電⼒，中国電⼒ネットワーク）

再エネ発電事業者 お客さま

再エネ買取費用（他社購入電⼒料）
2,721億円

【費用】

再エネ特措法賦課⾦
1,166億円

【収益】

費用負担調整機関（一般社団法人 低炭素投資促進機構）

再エネ特措法納付⾦
1,168億円

【費用】

再エネ特措法交付⾦
2,120億円

【収益】

注１︓再エネ特措法交付⾦と再エネ買取費用の差額は回避可能費用です。
注２︓再エネ特措法納付⾦については，2020年度より事業用電⼒分を含むため，再エネ特措法賦課⾦と一致していません。

■ 2020年度実績

21 21 



６．設備投資額

（単位︓億円，未満切捨）

2020年度
2019年度

（※2）
中国電⼒ 中国電⼒ネットワーク

（※1）

設備投資 1,169
（1,041） 〔644〕 1,683

（977）
注︓（ ）内は，電源関係の設備投資を再掲しています。
※1 前年同期との⽐較のため，参考として中国電⼒ネットワークの数値を記載しています。
※2 送配電事業等を中国電⼒ネットワークに承継する前の旧中国電⼒（個別）における実績値を記載しています。
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７．有利⼦負債・⾦利・⽀払利息
（１） 有利⼦負債（連結）の内訳

2020年度末
（A）

2019年度末
（B）

増 減
（A‐B）

有利⼦負債残⾼ 22,918 21,939 979
社債 9,264 9,215 49
⻑期借入⾦ 11,888 11,878 10
短期借入⾦ 696 698 ▲1
コマーシャルペーパー 900 ‐ 900
リース債務 169 147 21

2020年度 2019年度
期中平均 0.55% 0.57%

（２） ⾦利（中国電⼒）

（単位︓億円，未満切捨）

（３）⽀払利息（中国電⼒）

2020年度 2019年度
（※）

⽀払利息 104 122

（単位︓億円，未満切捨）

※ 送配電事業等を中国電⼒ネットワークに承継する前の旧中国電⼒（個別）における実績値を記載しています。
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 当資料のいかなる情報も，当社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。また，
当社は当資料の内容に関し，いかなる保証をするものでもありません。

 投資を⾏う際には，必ず当社が発⾏する有価証券報告書等の財務資料をご覧いただいた
上で，ご⾃身の判断でなされるようお願い致します。

 内容につきましては細心の注意を払ってはおりますが，掲載された情報の誤りおよび当資料
に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても，当社及び情報提供者は一切
責任を負いかねます。

 当資料に記載されている当社の現在の計画，戦略などのうち，歴史的事実でないものは，
将来の実績等に関する⾒通しであり，これらの将来予測には，リスクや不確定な要因を含ん
でおります。そのため，実際の業績につきましては，記載の⾒通しと大きく異なる結果となる
ことがあり得ます。従って，当社として，その確実性を保証するものではありませんのでご了承
ください。

＜お問い合わせ先＞
〒730‐8701  広島市中区⼩町4‐33
中国電⼒株式会社 経営企画部門 ＩＲ・経営分析グループ

Tel 082‐544‐2786
Fax 082‐544‐2792
URL https://www.energia.co.jp/ir_info/index.html

https://www.energia.co.jp/ir_info/index.html

